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（百万円未満四捨五入）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 税引前利益 四半期利益
親会社の

所有者に帰属する
四半期利益

四半期包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第２四半期 187,990 30.5 47,476 53.5 47,260 61.2 35,246 43.9 35,246 43.9 38,072 67.5

2021年３月期第２四半期 144,102 4.6 30,937 △5.9 29,320 △11.9 24,491 △8.5 24,491 △8.5 22,731 0.7

基本的１株当たり
四半期利益

希薄化後１株当たり
四半期利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第２四半期 179.52 178.60

2021年３月期第２四半期 123.61 122.97

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分
親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2022年３月期第２四半期 434,954 286,129 286,129 65.8

2021年３月期 422,641 280,369 280,369 66.3

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 38.00 － 80.00 118.00

2022年３月期 － 50.00

2022年３月期（予想） － － －

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

通期 400,000 27.9 105,000 48.5 105,000 50.8 78,750 12.8 78,750 12.8

１．2022年３月期第２四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年９月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有

詳細は、添付Ｐ．４「（４）今後の見通し」をご覧ください。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年３月期２Ｑ 199,542,265株 2021年３月期 199,566,770株

②  期末自己株式数 2022年３月期２Ｑ 4,443,321株 2021年３月期 3,132,075株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期２Ｑ 196,337,662株 2021年３月期２Ｑ 198,130,909株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（注）期末自己株式数には、業績連動型株式報酬信託口が保有する当社株式（2022年３月期２Ｑ：426,227株、

2021年３月期：694,832株）が含まれております。また期中平均株式数は、株式報酬制度に係る株式を考慮

して計算しております。

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本短信には、将来の事象についての、当社の現時点における期待、見積りおよび予測に基づく記述が含まれておりま

す。これらの将来の事象に係る記述は、当社における実際の財務状況や活動状況が、当該将来の事象に係る記述によっ

て明示されているものまたは暗示されているものと重要な差異を生じるかもしれないという既知および未知のリスク、

不確実性その他の要因が内包されており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。


